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1.　はじめに
本論文の目的は、「グローバリゼーションと貧困」の視点から国際経済学・開発経済学における既存の議論を整理することである。ここではまず、「グローバリゼーション」と「貧困」それぞれの概念の定義を行っておこう。

まず、「グローバリゼーション」とは、世界の国々の間での貿易・直接投資・間接投資・労働移動・情報の交換などにおける諸取引が世界全体として深化する状況を指していると定義することができる。これをある1国家の視点から捉えると、その国家の経済規模に対して　(1)　財・サービス貿易（輸出・輸入）の比率が高まること、あるいは　(2)　国際的な資本移動（資本流入・資本流出）の比率が高まること、として定義することが出来る。例えば、ＷＴＯ加盟を通じた貿易自由化・ＩＭＦ加盟による資本自由化など世界的な制度の基準化を通じたグローバル化の進展はそれぞれ財・サービス貿易の増大、国際資本移動の増大として捉えることが出来ると考えられるわけである。

　一方、ある国家における貧困とは、その国家の所得分布関数を前提として、(1)1次モーメントである平均所得が他の国家に比較して低い状態にあること、(2)貧困人口比率・貧困ギャップ市場・ジニ係数など2次以上のモーメントに基づいた指標、あるいは「慢性的貧困指標」「一時的貧困指標」など通時的な所得分布関数変化としての動学的な貧困指標のパフォーマンスが他の国家に比較して悪い状況である。

 やや単純に一般化してして言えば、グローバリゼーションはマクロ的な分析の対象となる概念であり、一方貧困は家計個票データなどを用いたミクロ的な分析対象となる概念である。そのため、両者の関連を分析することは容易ではない。しかしながら、以上の組み合わせから、既存研究は表1の4つのタイプに分類することが出来よう。以下においてはこれら4つのタイプの研究についてまとめることにしよう。

2.　タイプＡの研究：　国際貿易と経済成長

　国際貿易が経済成長に与える正の効果については、すでにLittle, Scott and Scitovsky (1970), Corden (1971), Balassa (1971), Bhagwati and Krueger (1973)らの先駆的な研究を通じて、実証的な支持が得らている。さらに、最近のいわゆる「成長回帰分析（Growth Regression）」の文脈においては、Revine and Renelt (1992) の研究のように対外経済開放度と経済成長の間に頑健な関係が見られないとする分析結果もあるが、Harrison (1996)がサーベイしているように既存研究は概して経済開放度あるいは貿易の比重と経済成長との正の相関関係を支持している。とりわけ、両者の関係を裏付ける明確なデータとしてJones (1998)のFig 1.4や図1がある。

理論的背景としての内生的経済成長論
　

人的資本と技術進歩との関連を考えた場合、発展途上国にとって重要なのは、R&D投資を推進するという人的資本の役割ではなく、経済成長の源泉となる、技術を輸入する際の受容能力としての役割であろう [大川・小浜 (1993); Kang and Sawada (1997)]。従って、このような国際的技術波及の必要条件として、対外的な経済の開放戦略を考える必要がある。国際貿易の利益について、Grossman and Helpman (1991b) のモデルは、貿易の自由化が2つの効果、すなわち第1に、貿易の拡大による商業的な接触を通じて知識が国内へ波及する効果、第2には、海外から国内への知識の波及が国内知識ストックの水準を高め国内における中間財の開発が促進されること、を通じて経済成長率を高めるということをミクロ経済学的な基礎づけのもとで明確に分析している。さらに、Lucas (1993) は、この第2の効果に関連して、国際貿易が国内の学習効果を誘発する点が重要であるとしている。これらのモデルは、貿易の自由化あるいは対外開放的な貿易政策が経済成長率を高めるという議論の厳密な理論的根拠を与えるものであり、輸出志向工業化政策の利益は、このような知識の波及とインセンティブ付与という文脈で理解されるべきかもしれない。Edwards (1992) は同様のアイデアに基づいた理論的結論が実証的に支持されることを示している。この点に関して、Kang and Sawada (1997)は、人的資本投資と外向きの開発戦略が経済成長率にとって補完性を持っていることを示しながらも、拡張的政策を採用する政府はこの補完性を補強する誘因がないであろうことを論証している。

正の相関関係への反論1: 経済成長は貧困の指標として望ましいか？

経済発展とは「国民の厚生水準の向上」として定義されるべきものである。この点について、興味深いことに1人当たり所得水準の上昇と厚生水準の向上が一致しない「窮乏化成長」のケースの存在が知られている[Bhagwati (1958), Johnson (1967)]。結局、関税などによって経済に大きな「歪み(distortion)」があるときには、成長による厚生上昇の効果が歪みによる厚生減少の効果によって相殺され、「窮乏化成長」が生じることが明らかにされている [Bhagwati, Panagariya, and Srinivasan (1998),　pp.369-380]。
「窮乏化成長」の存在は、経済の開放化と経済成長が必ずしも厚生水準を高めるものではないことを意味している。
正の相関関係への反論2 
1950年代から60年代にかけては、1次産品の低所得弾力性に基づく1次産品交易条件の長期的悪化という「プレッビシュ・シンガー命題」に代表されるような、発展途上国における「輸出ペシミズム」の議論が国際連合ラテンアメリカ委員会（ECLA）を中心として幅広い影響力を持っていた。
また、Myrdal (1956)は、世界人口の大部分を占める低所得国においては、1次産品の低所得弾力性に加えて社会的流動性・人的資本が欠如しており、機会的な不均等による生産要素の低生産性のために、貿易を行うことによってさらに貧しくなると主張した。その一方で、高所得国は貿易によって更なる発展を遂げるために国際的な所得の不均等がますます増大するという「累積的因果関係 (circular and cumulative causation)」の考えによって新古典派貿易理論の要素価格均等化定理を批判したのである。

プレビッシュ=シンガー命題のように本質的な世界市場の制約を重視する「輸出ペシミズム」に対して、世界市場が存在するにもかかわらず保護主義によって市場が縮小されることによる輸出悲観主義は「新しい輸出ペシミズム」と呼ばれている。新しい輸出ペシミズムの考え方に従って東アジア型発展モデル・輸出志向工業化政策の一般性を否定した研究としてCline (1982) がある。

しかしながら、興味深いことに Krugman (1981) のモデルは、収穫逓増の技術が存在する2部門・2国モデルにおいて不均等発展のパターンと要素価格均等化定理が並存し得ることを厳密に示している。さらにDutt (1992) は、1757年から1947年にかけてのイギリスによるインド統治が発展の初期水準が必ずしも低くなかったインドの衰退をもたらしたことを、Krugman (1981) モデルがうまく説明するとしている。いずれにせよ、Krugman (1981)とDutt（1992)の研究は、収穫逓増の技術が存在すると国際貿易が不均等発展をもたらすとの結論を得ており、単純な「貿易と成長の正の相関関係」を支持する議論とは異なる見解に立っていると言うことができる。
　3.　ボーモルの三角形と2つの世界観

  ここて、以上の「正の相関関係」に関する大きく分けて2つの考え方をさらに詳しく論ずることにしよう。

2つの世界観
　現代の経済学には、大きく分けて2つの異なる世界観がある。まず第一に、新古典派経済学は、完全競争・一次同次のモデルにおける理論的帰結である厚生経済学の基本定理、すなわち「任意の市場均衡はパレート最適を達成する」という定理によってまとめることが出来る。このような考え方は、「単一均衡」「負のフィードバック機構 (negative feedbacks)」によって特徴付けられ、経済は初期条件の如何にかかわらず市場メカニズムを通じて社会にとって最も望ましい均衡状態に収束する。経済の技術的条件や環境条件が国によらず同一であったとすれば、すべての国の発展パターンは同一であり、かつ国際的な相互利益が存在するということになる。

一方、第2の世界観は「正のフィードバック機構 (positive feedbacks)」を基本にしており[Arthur (1990)]、パレートの意味でランク付けされた「複数の均衡 (multiple equilibria)」によって特徴づけられる世界観であり、このような考え方においては、｢正のフィードバック機構｣を通じて増幅される初期条件、すなわち「歴史 (history)」が長期的な均衡の選択に対し決定的な重要性を持つことになる。このことを David (1985) は歴史的経路依存性 (path dependence) と呼んでいる。例えば、QWERTY型キーボート配列は、必ずしも効率的でないシステムがこのような「累積的因果関係 (circular and cumulative causation)」を通じて増幅・固定化（Lock-in）されることを示す典型例である。これは、初期条件の如何にかかわらず望ましい資源配分が達成されるという新古典派の考え方と根本的に異なる世界観を意味している [Krugman (1994a), Chapter 9]。

  さらに、「正のフィードバック機構」の世界観においては、複数ある均衡の選択において、「歴史」の役割のみならず、「期待(expectation)」の役割も重視されている [Krugman (1991a); Matsuyama (1991)]。

　以上論じてきた2つの世界観のうちどちらがより妥当な現実性を持っているのであろうか？やや本論から離れるが、この点について異なる角度から検討してみるために、Baumol　(1986)によって描かれた「ボーモルの三角形（Baumol triangle）」をめぐる理論的・実証的研究として経済成長論を概観してみることにしよう。

　図2は、Summers and Heston (1991) データを用いて、横軸には、初期所得水準としての1960年の労働者1人あたりGDP
がとられており、縦軸には1960年から98年にかけての年平均経済成長率がとられている。図2の、三角形に分布するクロスカントリーデータの形状を初めて指摘したのが、Baumol (1986)であり、この分布図を「ボーモルの三角形」と呼ぶことが出来る。1960年の時点において最も高水準の労働者一人当たりGDPを達成していたのはアメリカ合衆国である。三角形の上部右下がりの辺に対応して分布している国家群は、初期の所得水準がアメリカ合衆国よりも低いものの長期経済成長率はアメリカ合衆国よりも高く、アメリカ合衆国やその他の先進国に「収斂（Convegence）」する国家群であったといえる。言い換えれば、何らかの「負のフィードバック機構」を通じてより低い初期発展段階にある国が先進国にキャッチアップし、これらの国々が同様の所得水準へ収束してゆくことを示している。一方、三角形の下部右下がりの辺に位置する国々は、初期の所得水準がアメリカ合衆国よりも低く、さらに長期経済成長率もアメリカ合衆国よりも低かった国家群であり、先進諸国から「発散（Divegence）」するグループであったといえる。これら国家群と先進国との初期時点での経済格差は「正のフィードバック機構」によって、時間を通じて拡大し、中心・周辺パターンが形成されることになる。

グローバリゼーションが進展した戦後において2つの国家グループが並存している状況は、2つの世界観それぞれに当てはまる2つの異なるメカニズムが現実に並存してきたことを示している。すなわち、国際貿易を通じた成長・キャッチアップのパターンと、不均等発展のパターンが併存してきたことを示しているのである。
4｡ タイプBの研究: 国際資金移動と経済成長

  ここでは、タイプBである、国際資本移動、すなわちポートフォリオ投資・直接投資と経済成長の関係に関する既存研究について見てみることにしよう。国際資本移動と経済成長の関係については、World Bank (1991) やHarrison (1996)が確認しているように、外国為替のブラックマーケットプレミアムと経済成長率との負の相関関係が上げられる。ブラックマーケットプレミアムは、国際的な資本移動に対する規制の強さを示す代理変数とみなすことができるから、国際資本移動の自由度と経済成長率との間には正の相関関係があるということになる。

　しかしながら、1997年に勃発した「アジア通貨危機」以降、ポートフォリオ投資と経済成長率との関係については、ややネガティブな見解が広く見られる [高木・横川・渋谷・宮尾・澤田（2002）]。表 2は通貨危機に陥った諸国家において、経済成長率が大幅に低下したことを示している。仮に、これらの国において短期資本の流入に対する厳密な規制が行われていたとすれば、急激な資本流出と経済成長率の低下は起こらなかったはずである。従って、国際的なポートフォリオ資本移動の自由化は経済成長率が低下する確率を有意に上昇させるということができる。

　この点について、Krugman and Obstfeld (2000, 108-109)は、1997年と98年の間に危機に直面したアジア諸国において、資本流出による直接的な負の影響に加えて交易条件の低下による厚生水準の低下という「トランスファー問題」が生じていたとしている。

　一方、直接投資と経済成長の間の関係については、Borenzstein, De Gregorio, and Lee (1998) が実証的に示したように、正の相関関係があるとする研究が多い。とりわけ、そのような関係を生み出すメカニズムとして、直接投資の技術伝播効果があげられており、受入国側の人的資本水準が高く技術受容能力が高いことが重要であるとされている。

  国際的な資本移動の拡大は、ある国家の平均的な成長率を高めると同時に成長率の分散も高めるということができるのかもしれない。

5.　タイプCの研究:　国際貿易と貧困

しばしば貧困の数量的把握に用いられる指標は、「貧困人口比率（Head count ratio）」、すなわち貧困線以下の人口比率である。貧困人口比率は、1国の所得あるいは消費Cの分布関数　f(C)を前提として、貧困線z以下の分布関数の面積で示される。ここで留意しておくべき点が2つある。それはまず第1に、貧困人口比率とは定義により所得・消費貧困指標であり、第2に、この指標が静学的な指標であるということである。

世界銀行は、$1/日（現在、正確には$1.08/日）を貧困線として用いた場合の比較可能な貧困人口比率を世界各国について計算している（表1）。この貧困線の根拠は、低所得国政府がそれぞれ独自に定義し、用いている貧困線（購買力平価レートによるドル換算値）の代表値であることにある [Chen and Ravallion (2000)]。

表 3によると、サブサハラアフリカにおいておいて貧困人口比率が最も高く、貧困人口の絶対数で見ると南アジアが最大となっている。さらに、これら2地域に加えて中南米諸国においては、貧困人口比率の大きな低下は見られず、貧困人口の絶対数は増加している。例えば、南アジアにおいて貧困人口比率は10年間に約5%ほど低下したが、人口増加率が貧困人口比率の低下率を上回り、結果として10%以上の貧困人口増加となってしまった。その結果、世界の貧困人口の約40%が南アジアに集中している。
最近では、経済成長と貧困削減の関係を計量的に分析したDollar and Kraay (2000), Ravallion (2001) などの分析が注目されている。これらの研究は、経済成長と貧困削減との有意な正の相関関係を見出している。また、表 3から示唆されることは、東アジアと南アジアを比較すると分かるように、経済開放度と貧困削減の速度には正の相関関係があると見られることである。また、前出のような国際貿易・国際資本移動と経済成長率との正の相関関係をあわせて論ずれば、経済のグローバル化は経済成長を高め、それによって貧困削減に寄与するという論理が棄却できないことになる。Dollar and Kraay (2001) はこのような考え方を明確に主張している。

　一方、国家の個別性を踏まえておくことも重要である。なぜなら、例えばインドにおける、IT主導型輸出成長と絶望的な貧困問題の深刻化との共存は、このような主張に対する反論となり得るからである。すなわち、現在におけるインドのIT産業成長が、開放経済の下での先進国との相対的工業生産性の改善には寄与しておらず、貧困解消にはあまり役立っていないとの結論を得ることができるかもしれないからである。

6.　タイプDの研究:　国際資本移動と貧困

1980年代に導入された一連の市場自由化政策・マクロ安定化政策の社会的な負のインパクトが国際機関・援助コミュニティの実務レベルにおいて認識されるようになったが [絵所・山崎編 (1998)]、1990年代の通貨危機、とりわけアジア通貨危機におけるIMFプログラムの社会的な負のインパクトはさらに大きな関心を集めるところとなった。表 4によると、通貨危機は全ての国において、大幅な貧困人口比率と失業率の上昇をもたらしたということができる。

通貨危機の社会インパクトを分析するためには、家計あるいは企業のミクロレベルでの詳細な情報が必要となる。一般に、通貨危機の前後においてそのような情報を組織的に収集したデータはほとんど見られない。例外として、Frankenberg, Thomas, and Beegle (1999)らびRand研究所によって集められたインドネシア家計のパネルデータ、Chigago大学の Robert Townsendによって収集されたタイのミクロデータがあるが、ここではKang and Sawada (2002)らが行った分析に基づき、韓国を例に取り、家計パネルデータを用いて通貨危機の社会的インパクトについてより詳しく見てみることにしよう。

通貨危機の社会的インパクト：　韓国のケース

　表 4に表されているように、通貨危機下の韓国においては貧困人口比率がほぼ2倍となり、失業率は3倍に増加した。このような通貨危機は韓国の家計にどのような影響を与え、家計はどのように対処したのであろうか。ここでは、Korean Panel Household Survey のデータを用いることにより、家計消費支出や所得の内訳を見てみることにしよう（表5）。

　まず、家計の総所得は1998年において約24%低下した事がわかる。一方、負債残高は平均して27.5%上昇しており、家計の負担が増えていることを示唆している。一方、資産売却額には目立った上昇はなく、地価・株価など資産価値が低下している状況で家計が資産売却によって負の所得ショックに対処しなかったことを示唆している。

　一方、消費支出については、食糧消費、教育・医療費がそれぞれ11.8%・12.6%の低下にとどまった一方、娯楽費・耐久消費財支出など奢侈財への支出は平均して64%の削減となっていることが分かる。従って、韓国の家計は負の所得ショックに対して消費支出の配分を変化させることで対処したことが分かる。さらに、必需財の支出という観点から家計の厚生水準を計測した場合には、通貨危機が動学的な必需財への支出を低めたという意味での貧困に与えた影響はそれほど大きくなかったといえるかもしれない。

　しかしながら、Kang and Sawada (2001) の推計によれば、家計が借り入れ制約に直面する確率は有意に高まっている（図2）。通貨危機に伴う金融危機が家計レベルでの「貸し渋り」となって現れていることを示している。このことは、「双子の危機」の発生がライフサイクルの効用に対して深刻な負の動学的貧困の影響をもたらすことを示している。

7.　おわりに

  本稿においては、「グローバリゼーションと貧困」の関係について、既存研究を4つに分類した上で議論を行った。

  第1に、　国際貿易が経済成長に与える正の効果については、すで多くの実証的支持が得らている。とはいうものの、「窮乏化成長」、あるいは「（新しい）輸出ペシミズム」とよばれる輸出悲観主義、収穫逓増の技術の存在は、経済成長が国際貿易を通じてかえって厚生を低めたり、国際貿易が不均等発展をもたらす可能性を示している。戦後後世界経済における「収収斂と発散」の共存は、国際貿易・国際資本移動を通じた成長・キャッチアップのパターンと、不均等発展のパターンが併存してきたことを示しているのかもしれない。

  第2に、国際資本移動、すなわちポートフォリオ投資・直接投資と経済成長と経済成長の関係については、外国為替のブラックマーケットプレミアムを用いた研究から、正の相関関係が示唆されている。さらに、直接投資が経済成長率を高めるという研究も多い。しかしながら、アジア通貨危機以降、ポートフォリオ投資と経済成長率との関係については、ややネガティブな見解が広く見られる。一般化して言えば、国際的な資本移動の拡大は、ある国家の平均的な成長率を高めると同時に成長率の分散も高めるということができるのかもしれない。

第3に、国際貿易と貧困削減の関係については、経済成長と貧困削減の関係に関する既存のクロスカントリーの実証研究をまとめて論ずることができる。これらの既存研究によれば、経済のグローバル化は経済成長を高め、それによって貧困削減に寄与するという論理が棄却できない。しかしながら、インドなど、このようなパターンには当てはまらない国家の個別性を踏まえておくことも重要である。

  第4に、国際資本移動と貧困の関係については、韓国を例に取り、家計パネルデータを用いた通貨危機の社会的インパクトの分析結果についてまとめた。韓国の家計は負の所得ショックに対して消費支出の配分を変化させることで対処しており、必需財の支出という観点から家計の厚生水準を計測した場合には、通貨危機が動学的な必需財への支出を低めたという意味での貧困に与えた影響はそれほど大きくなかったといえるかもしれない。　しかしながら、通貨危機に伴う金融危機が家計レベルでの「貸し渋り」となって現れており、「双子の危機」の発生がライフサイクルの効用に対して深刻な負の動学的貧困の影響をもたしたことが示唆される。
（参考文献については、フルペーパーをご参照下さい）

表1

グローバリゼーションと貧困の関係についての既存研究の分類

	
	
	グローバリゼーション



	
	
	財・サービスの貿易


	国際資本移動

	貧困
	平均所得


	タイプＡ

貿易と経済成長


	タイプＢ

ポートフォリオ投資・

直接投資と経済成長



	
	貧困人口比率・

ジニ係数・

動学的貧困指標


	タイプＣ

貿易と貧困


	タイプＤ

通貨危機の

社会的インパクト




図1 長期経済成長率と経済開放度長期成長率との関係
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　出所）筆者作成

　データ出所）Penn World Table Mark 6（http://pwt.econ.upenn.edu/）

図2　ボーモルの三角形

1960年の労働者1人当たり実質GDPと長期経済成長率の関係

　出所）筆者作成

　データ出所）Penn World Table Mark 6（http://pwt.econ.upenn.edu/）

表2

アジア通貨危機下における経済成長率

	
	年平均一人あたりGDP成長率



	
	1990-96


	1998

	韓国
	6.3
	-6.6

	タイ
	7.0
	-10.8

	インドネシア
	5.7
	-14.4

	マレーシア
	7.0


	-9.3




（データ）世界銀行
表 3. 地域別貧困人口

(貧困線 Z = $1.08/日,1993年購買力平価換算)

	
	貧困人口比率

（経済開放度;%）


	
	貧困人口

(百万人)

	
	1990
	1998
	
	1990
	1998

	
	
	
	
	
	

	アジア太平洋


	27.6


	15.3

（38.3）
	
	452.45
	278.32

	東ヨーロッパ・

中央アジア
	1.6


	5.1

（16.9）
	
	7.14
	23.98

	ラテンアメリカ・

カリブ海諸国
	16.8


	15.57

（10.5）
	
	73.76
	78.16

	中東・北アフリカ


	9.28


	7.32

（7.9）
	
	21.99
	20.85

	南アジア


	44.0


	40.0

（9.7）
	
	495.11
	522.00

	サブサハラアフリカ


	47.7


	46.3

（14.4）
	
	242.31
	290.87

	世界全体
	29.3


	24.3


	
	1292.74
	1214.18

	
	
	
	
	
	


（出所）筆者作成

（データ出所） “Global Poverty Monitoring” of the World Bank　(http://www.worldbank.org/research/povmonitor/index.htm)

（注）経済開放度とは、財・サービス輸出入合計をGNPで除したものである。

表 4

アジア通貨危機の社会的インパクト

	
	貧困人口比率（%）
	失業率（％）

	
	1996
	1998
	1996
	1998

	韓国
	9.6
	19.2
	2.0
	6.8

	タイ
	11.4
	12.9
	1.8
	4.5

	インドネシア
	11.3
	16.7
	4.9
	5.5

	マレーシア


	8.2
	
	2.5
	3.2


（データ）世界銀行

表5　韓国家計パネルデータの記述統計

(In 1995 10,000 Korean Won)

	
	Year
	1996-97
	1997-98

	
	Variable
	Mean

(Std. Dev)
	Mean

(Std. Dev)

	Basic Household Characteristics
	
	
	

	Age of household head
	age
	48.71

(13.71)
	49.67

(13.75)

	Dummy=1 if the head is unemployed,

student, or retired, etc.


	other
	0.18
	0.23

	Income, Expenditure, Assets and Debt
	
	
	

	Non-durable Expenditure (food,

Clothes, education, health, and fuel)
	nondu_c
	791.52

(530.76)
	647.32

(463.02)

	     Food expenditure
	food
	351.54

(216.26)
	297.99

(177.63)

	     Education & medical expenditure
	ed_me
	304.17

(371.30)
	242.21

(336.21)

	Luxury goods expenditure (cultural activities, entertainment, dining out and durable goods)


	luxury
	147.25

(333.75)
	53.98

(86.36)

	Total income
	t_income
	2861.23

(3029.38)
	2167.79

(2340.89)

	     Wage income or earnings from 

     Works
	wage_inc
	2064.81

(1734.66)
	1523.41

(1264.16)

	     Private transfers received
	tr_priv
	51.38

(214.14)
	54.90

(209.45)

	     Public transfers received 
	tr_pub
	19.18

(116.35)
	20.99

(134.08)

	Sales of assets (land, real estate, Securities, and 

withdrawal of time deposit) 
	sales
	195.01

(1305.44)
	203.62

(1089.94)

	Total asset (saving account, share,

Bond, insurance, loan club)
	asset
	7681.19

(9403.04)
	7533.37

(11895.05)

	Number of cars owned
	n_cars
	0.44

(0.54)
	0.43

(0.53)

	Outstanding debt (formal banks, non-formal banks, and personal)


	debt
	842.02

(2177.78)
	1074.34

(5252.27)

	Number of households 


	
	2629
	2375


図2　資金制約に直面する確率の分布関数

（ノンパラメトリックなカーネル密度関数）
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� Sawada (2001)は、顕示選好の理論を用いて世界各国の第二次世界大戦後における厚生水準変化を計測し、その計測結果と1人当たりGDP成長率のデータを組み合わせることによって経済成長と厚生水準の低下が同時進行する「窮乏化成長」のケースを識別している。この分析は、Afghanistan (1970-75), Nepal (1975-80), Netherlands (1980-85), Portugal (1980-85), Fiji (1975-80), and Papua New Guinea (1985-88) での窮乏化成長の存在を示している。しかしながら、「窮乏化成長」を純粋な統計的現象と仮定すると、それが起こる確率は5%にも満たなかったという結果を得ている。


�　後に理論・実証研究上の膨大な批判がなされてきたにもかかわらず、「プレッビシュ・シンガー命題」は一方において「従属論」の起源となり、大きな流れを形成した。


� David (1985) や Krugman (1994) はこのような世界観に基づいた理論をQWERTY経済学と呼んでいる。


� ここでは、Jones (1998)に従って、労働者一人当たりGDPを経済発展の指標として用いている。これは、GDPには、インフォーマル部門の生産が含まれていないと考えられることから、人口一人当たりGDPが経済発展の程度を過小評価する恐れがあるためである。経済全体において、ある程度の賃金の裁定が働いているとすれば、フォーマル部門を対象として計算される「労働者一人当たりGDP」は、代表性を持つ指標ということになる。
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